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 チェーンを補強材に用いた補強土壁工法は，チェーンの大きな引抜き抵抗力を利用している

点や，運搬，施工が容易な点などに特徴があり，現在40 例の施工実績がある．補強土壁は構造

上ある程度の変形を許容する土構造物であるが，施工に適さない盛土材を使用すると，許容値

以上の過大な変形を生じることがある．また，補強材の引抜き抵抗力は，盛土の土質および締

固め状態により大きく異なるため，設計時に想定した引抜き抵抗力が確保されているのかが，

補強土壁の安定に対して重要なポイントとなる．本報告では，補強土壁における壁面変位を把

握するためのデジタル写真測量および，補強材の原位置引抜き試験を行った事例を紹介する． 
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1.  はじめに 

 近年，我が国では経済的な観点から用地買収が少なく

てよい，直壁に近い構造物が積極的に施工されている．

その中でも従来型のコンクリート擁壁と比較して力学的

に有利であることから補強土壁の開発，施工がなされて

きた．補強土壁とは盛土中に土粒子とは異なる物質を補

強材として設置することによって，補強材と土粒子との

摩擦力や支圧抵抗力によって安定化させた土構造物の一

種である． 

 現在，代表的な補強土壁工法としては補強材として帯

鋼を利用したテールアルメ工法，ジオグリッドなどの高

分子材料を補強材としたジオテキスタイル工法，アンカ

ーの支圧抵抗力を期待した多数アンカー工法の3つが挙 

げられるが，これらの工法以外の補強土壁工法の開発も 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛んである． 

 チェーンを補強材に用いた補強土壁工法（以下チェー

ンウォール工法：NETS 登録番号 KK - 060029 - V）は，チ

ェーンの持つ特性を利用した工法である．図-1に本工法

の構造概略図を示した．チェーンは，一つ一つのチェー

ンリンクが接合部ではヒンジ構造であり，モーメントが

作用しない構造となっている．さらには各リンクが各々

90 度の角度をもって構成されているため，地盤中では

その物理的形状により大きな摩擦力を期待できる構造部

材となる．また，チェーンウォール工法ではチェーンの

端末に支圧板を取り付け，支圧板のアンカー力による高

い引抜き抵抗を期待している．本工法の施工上の特徴と

しては，部材が軽量であるため人力により運搬，組立で

きることや，安全性が高いことなどが挙げられる． 

 写真-1は，NETIS の発注者指定型により施工された 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙―２ 

 

図-1  チェーンウォール工法構造概略図 

 

 
 

写真-1  チェーンウォール工法外観 
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「東九州道（清武～北郷間）猪八重トンネル北第三工事

用道路」の事例である． 

 

 

2.  デジタル写真測量 

 

 (1)  デジタル写真測量の概要 

 デジタル写真測量1) 2)とは，市販のパソコンとデジタル

カメラを用いて対象点の3 次元座標を求める手法である．

対象物の寸法・形状を低コストで簡便に計測できること，

特に多数の計測点を同時に迅速に計測できるという点に

強みを有している． 

 デジタル写真測量は写真上の二次元座標（x，y）から，

カメラの撮影位置（X0，Y0，Z0）と姿勢（θ，φ，κ）およ

び計測点三次元座標（X，Y，Z）を算出する手法である．

デジタル写真測量の基礎理論は，カメラレンズの中央と

写真上に写った対象点，そして実際の対象点が一直線上

にあるという条件，共線条件式である．複数の写真，全

対象点において共線条件式をたてたのち初期値の周りで

テーラー展開により線形化し，連立方程式を作ったのち

繰り返し最少二乗法を用いて解を算出する． 

 

 

 

 

 

表-1  18 mmレンズ利用時の撮影距離と推定精度の関係 

撮影距離 L≦10 m 10 m＜L≦17 m L＞17 m 

推定精度 0.5 mm 1.0 mm 2.0 mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，c はレンズの焦点距離，m i j  はカメラ回転列，

Δx，Δy はレンズひずみ補正項である．デジタル写真測

量の簡単な原理を図-2に示す． 

 また，デジタル写真測量における正確さを表す指標と

して2 種類の精度があり，図-3にあるように内的精度と

外的精度として定義されている． 

 ここで，内的精度とは収束計算における標準偏差であ

り，外的精度とはノギスなどの他の測量機器で検出した

変位量とデジタル写真測量で検出した変位量との差であ

る．外的精度はカメラレンズの焦点距離と計測距離との

相関関係からある程度の推定が可能となっており，焦点

距離が18 mmのレンズに関しては撮影距離との関係が表

-1のように表されている． 

 

(2)   デジタル写真測量の補強土壁への適用 

 デジタル写真測量は，過去にトンネルの内空変位3)や

高速道路の法面4)，長大斜面5)などに適用されてきたが，

急傾斜斜面である補強土壁の現場に適用された例は少な

い．これは補強土壁の現場の多くが急傾斜地であり，計

測対象物に対して正面からの撮影が困難なことによる．

さらに，本工法は壁面緑化工法であるため壁面に直接タ

ーゲットを取付けることができないので，写真-2に示す

ターゲット台座を用いた．ターゲット台座は約20 cm前

方にターゲットを取付ける構造になっており，側方およ

び直下からの撮影が可能である． 

デジタル写真測量をおこなった現場は，元々道路盛土

の壁面が重力式コンクリート擁壁であった現場であった

が，コンクリートの打ち打ち継ぎ目の上部からはらみだ

し方向の変位が発生したため，擁壁の上部を取り除き，

取り除いた箇所にチェーンウォール工法を採用した．写

真-3 に施工前の本現場の概要を示した．また，補強土

       
   (    )     (    )     (    )

   (    )     (    )     (    )
 

       
   (    )     (    )     (    )

   (    )     (    )     (    )
 

 
図-2  デジタル写真測量の原理 

 
図-3  デジタル写真測量における精度 

 
写真-2 ターゲットと台座 

側方からの撮影用ターゲット

下からの撮影用ターゲット
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壁の概略図を図-4に示した． 

図-4にあるように補強土前面は約5 ｍなだらかな斜面

が続いた後に，崖となっており正面からの撮影は困難な

撮影条件であり，横からの撮影を行った．その際に，図

-4においてなだらかな斜面となっている箇所，補強土壁

上部の道路上から撮影を行った．また，本補強土壁は，

壁高さ3.5 m，壁面勾配が1.5 分となっている．  

本現場における変位計測では写真-2に示したターゲッ

ト台座を21 個，各計測結果の重ね合わせを行う際に固

定されていると仮定する固定点を6 個設置した．図-5に

本現場におけるターゲットの配置図を示した．また，写

真-4にターゲットの設置状況を示した． 

本現場における補強土壁では2010 年5 月にターゲット

を設置しており，計測期間を3ヶ月ごとと設定した．本

研究では計測回数を2 回とし，それぞれの計測結果から

変位を検出した．この計測時期は2010 年5 月，8 月の2 

回の計測となっている． 

 

(3)  写真測量結果 

各計測時における，内的精度を表-2,3に示す．表にあ

るように内的精度は各計測時共に，はらみだし方向の内

的精度が1 mmを下回っており，非常に精度よく計測が

行えたと考えられる．また，本計測においては焦点距離

18 mmのレンズを使用しており，1，2回目の計測の際の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影距離はそれぞれ17 m，16 mとなっており表-1から外

的精度は1 mmと推定される．重ねあわせを行った際の

精度は外的精度と内的精度の和で表すため本計測のはら

みだし方向の精度は1.36  mmとなる． 

図-6に各計測時の結果から求めたはらみだし方向の変

位量を示した．また，図には本計測の精度である±1.36 

mmのポイントも載せている．この図で丸で囲んだ箇所

からも明らかなように，Line 5，Line 7を除いた各ライン

において一番下部，コンクリート擁壁に近い箇所が最も

変位しており，本補強土壁のはらみだしの変形モードは

壁面下部からのはらみだしであると考えられる．しかし

ながら，変形の絶対量は最大値で5.1 mmとなっており，

補強土壁の許容安全基準である壁高の3 %である10 cmと

比較するとほとんど変位していないことが分かる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 1回目の計測の内的精度(mm) 

 x方向（補強土壁面方向） ±3.14 

 y方向（上下方向） ±0.54 

 z方向（はらみだし方向） ±0.26 

 

表-3 2回目の計測の内的精度(mm) 

 x方向（補強土壁面方向） ±2.78 

 y方向（上下方向） ±0.54 

 z方向（はらみだし方向） ±0.36 

 

写真-3 施工前の本現場の外観 

 

図-4  本現場の概略図と撮影位置 

 

写真-4 補強土壁のターゲット設置状況 

 

図-5  ターゲット配置図 

Line -1 Line -2 Line -3 Line -4 Line -5 Line -6 Line -7 
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3.  原位置引抜き試験 

 

 (1)  原位置引抜き試験の概要 

 補強材の引抜き抵抗力は，盛土の土質および締固め状

態により大きく異なるため，設計時に想定した引抜き抵

抗力が確保されているのかが，補強土壁の安定に対して

重要なポイントとなる．よって，チェーンウォール工法

の安全性確認のため，本設用チェーンと別に引抜き試験

用のチェーンおよび支圧板を設置して補強材の引抜き試

験を行った． 

図-7に試験体の設置位置断面を示す．試験体はチェー

ン単体およびチェーン + 支圧板を各々3 本設置し，深

度は路面よりチェーン単体を2.8 mの深さに，チェーン + 

支圧板を3.0 mの深さに設置した．試験体には，壁面の

影響を考慮して壁面から0.50 m区間の土とチェーンを縁

切りするためにシース管を入れている．チェーンの有効

長は1.0 mとし，土中にチェーンが直接埋設されている

部分の長さを表す．試験体設置の詳細を表-4に，設置時

の状況を写真-5に示した． 

 引抜き試験は，写真-6に示すように反力版を壁面に

取付け，油圧ジャッキを用いて変位速度を1 mm/min一定

に制御しながら行い，引抜き変位量および引抜き荷重を

測定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  はらみだし方向の変位 

 
図-7  設置位置断面（単位 m ） 
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表-4 原位置引抜き試験用試験体の設置詳細 
 

試験体 種 別 
有 効 長

(m) 
深度 (m) 

チェーン CWC - 6.3* 1.0 2.8 

チェーン + 

支圧板 

CWC - 6.3 

幅 200×高 100  mm 
1.0 3.0 

* CWC - 6.3：線径6.3  mm，外径 23.0  mm，内ピッチ 37.8  mm 

引抜き試験用試験体 

Line -1 Line -2 Line -3 Line -4 

Line -5 Line -6 Line -7 
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(2) 

(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)   原位置引抜き試験結果 

 

図-8にチェーン単体の引抜き変位量と引抜き荷重の関

係を示す。また，図-9にチェーン + 支圧板の引抜き変

位量と引抜き荷重の関係を示す．原位置引抜き試験では

チェーンを長くすると，引抜き抵抗力が大きくなってピ

ーク値を計測する以前にチェーンが破断する恐れがある

ので有効長を1.0 mと短くした。実際の補強土壁に使用

する場合は，2.5  m 以上の長さにチェーンを敷設する． 

 チェーンウォール工法はチェーンの摩擦抵抗力および，

チェーンの端末に取付けた支圧板の支圧抵抗力によって

引抜き力を得る工法である．設計に際しては，チェーン

の引抜き抵抗力を次の (2)， (3) 式により求める6)． 

 

 

 

 

 

 

 ここで，   ：i 段目のチェーンの引抜き抵抗力 (kN/

本)，α：摩擦補正係数，B：チェーンのリンク幅 (m)，

L：チェーン長 (m)，𝜎𝑣𝑖：i 段目のチェーン位置におけ 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る鉛直応力（kN/m
2），φ：土の内部摩擦角 ( °)， 𝛼 ：

正規化摩擦補正係数である． 

支圧板の抵抗力はTerzaghiの支持力公式を用いた(4) 式

より計算する． 

 

Qp = Ap  ( β c Nc + qp  Nq－qp ） (4) 

 

ここで，Qp：支圧板の極限引抜き抵抗力 (kN)，Ap：

支圧板の面積 (m
2 
),β：基礎底面の形状係数，c：盛土材

料の粘着力 (kN/m
2 

)，qp：地盤の拘束圧 (kN/m
2 

)，Nc，

Nq：支持力係数とする．なお，計算に用いる強度定数c，

φ は，極限支持力が明瞭でない局所せん断破壊が生じる

と考えて低減する．設計においてはチェーンの引抜けに

対する安全率を2 ，支圧板の引抜けに対する安全率を3 

として安定計算を行う． 

支圧板の引抜き抵抗力は，多数アンカー工法と同様に，

地盤を剛塑性とみなしたすべり線法によって算定する．

多数アンカー工法は，タイバーに一辺30 cmの正方形の

アンカープレート（本工法の支圧板に比べて受圧面積が

4.5 倍）を取付け，タイバーの摩擦抵抗力は考慮せずア

ンカープレートの引抜き抵抗力により盛土の安定を図る

ものである． 

α = α0 (
100

σv 

)
0.6

 

 

写真-5 試験体設置状況 

 

写真-6 引抜き試験状況 

 

油圧ジャッキ 
変位計 

チェーン 

ラムチェア 

荷重計 

引抜き方向 

反力版 

補強土壁 

 

図-8  変位と荷重の関係（チェーン単体） 
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図-9  変位と荷重の関係（チェーン + 支圧板） 
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なお，計算により補強材の引抜き抵抗力を求めるとき

に使用する盛土材の土質定数は，φ = 35 °，c = 0 kN/m
2，γt  

= 18 kN/m
3とした。 

 原位置引抜き試験より得た引抜き特性は，次のような

事項である． 

a) チェーン単体の場合 

 原位置引抜き試験の結果は，図-8に示したように測定

値にバラツキがあるものの F = 15.1，11.9，10.0 kNであっ

た．図-8に示す計算値は，式 (3)の正規化摩擦補正係数

を α0=1.4（密な礫質砂の実験値6））として，式 (2)によ

り求めたチェーンの引抜き抵抗力 F = 5.4 kNである．ま

た，図中の設計値は実際の安定照査に用いる安全率を2

とした値である．補強材としての必要なチェーンの引抜

き抵抗力は，十分に満たされているものと考えられる． 

b) チェーン + 支圧板の場合 

 チェーン単体の引抜き試験ではピーク荷重が認められ

るが，図-9の試験結果から支圧板を取付けた場合にはピ

ークがなく引抜き荷重は漸増することがわかる．よって，

引抜き抵抗力を引抜き変位量～引抜き荷重曲線の急変す

る点と考えて，図-9に示すように弾性的挙動を示す部分

と塑性的挙動を示す部分の交点として求めた．試験の結

果，引抜き抵抗力はR = 18.1，17.0，16.7 kNであった．図

中の計算値は，式 (2) で求めたチェーン単体の値 (F = 

5.54 kN)に，式 (4) で求めた支圧板の引抜き抵抗力 (Qp = 

4.24 kN)を加えた値 (R = 9.78 kN)である．設計値はチェ

ーンおよび支圧板の引抜けの安全率を考慮した値である．

補強材としての必要な支圧板の引抜き抵抗力は，十分に

満たされているものと考えられる． 

チェーンウォール工法において，チェーンに加えて支

圧板を取付ける目的は，仮に壁面へチェーンの引抜き抵

抗力以上の過剰な土圧が作用した場合においても，チェ

ーンが破断しない限り，支圧板によってチェーンの抜け

出しを防ぐことができるからである．また，支圧板の受

圧面は幅 200 × 高さ100 mmの小型であるが，壁面積 1m
2 

当り4ヶ所と比較的多く設置するため，補強領域全体の

安定性を高めることが期待できる． 

 

 

4.  まとめ 

 壁面変位のデジタル写真測量および，補強材の原位置

引抜き試験を行った結果をまとめると以下の通りである． 

・重力式コンクリート擁壁の打ち継目上部のはらみ

だしに対する復旧工事としてチェーンウォール工

法が採用され，デジタル写真測量により壁面の変

位計測を行うことで安全性が確認できた． 

 

 

 

 

・本設用とは別のチェーンおよび支圧板を設置して補

強材の原位置引抜き試験を行うことにより，チェ

ーン，支圧板ともに十分な引抜き抵抗力を持つこ

とを実証した． 

 補強土壁は壁面の剛性よりも盛土中にある補強材と土

粒子との摩擦抵抗力や，支圧抵抗力によって安定を保つ

工法である．しかし，施工においては掘削土砂などの発

生土を使うのが一般的であるため，盛土材の土質や施工

の状況によっては過大な変形を生じる場合もある． 

 補強土壁の壁面変位の管理基準は一般に壁高の ±3 %

および ±30 cm以内と規定されているが，例えば壁高 5.0 

m に対して前方へ 15 cm 変形した場合には圧迫感があり，

景観上も好ましい状況とはいえない． 

 これらのことから，補強土壁では壁面の変位計測の重

要性は高く，簡便に多点を短時間で計測でき，急傾斜地

でも測定可能なデジタル写真測量が現場管理用ツールと

して有効であると考える． 

チェーンを補強材とする補強土壁の実際の設計におい

ては，チェーンの引抜き抵抗力を精度よく推定すること

が合理的な設計に向けての重要な点である．現場で使用

する盛土材は，その地域の土を用いるのが普通であるか

ら，多種の土質に対して引抜き抵抗力を推定しなければ

ならない．このため，引続き多様な現場で原位置引抜き

試験を行う予定である． 
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